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１　令和２年度当初予算の内容【総務局関係】

（一般会計） (単位  千円）

本　年　度　の　財　源　内　訳

本　年　度 前　年　度 比 較 特 定 財 源 備  考

国庫支出金 県　債 その他

322,278,689 268,931,554 53,347,135 43,216 1,523,000 1,133,703 319,578,770

37,774,615 37,307,064 467,551 43,216 1,523,000 1,011,874 35,196,525

284,504,074 231,624,490 52,879,584 - - 121,829 284,382,245

297,282,916 297,931,283 △648,367 - - 26,900,000 270,382,916

297,282,916 297,931,283 △648,367 - - 26,900,000 270,382,916

25,612 6,125 19,487 - - - 25,612

25,612 6,125 19,487 - - - 25,612

500,000 500,000 0 - - - 500,000

500,000 500,000 0 - - - 500,000

620,087,217 567,368,962 52,718,255 43,216 1,523,000 28,033,703 590,487,298

- 105,000,000 16,002,533 △121,002,533 その他特定収入

620,087,217 567,368,962 52,718,255 43,216 106,523,000 44,036,236 469,484,765

（特別会計）

公 債 管 理
特 別 会 計

654,165,774 683,750,182 △29,584,408

公 営 競 技
収益配分金等
管 理 会 計

437,878 371,000 66,878

地 方 消 費 税
清 算 会 計

733,773,483 601,107,910 132,665,573

2,008,464,352 1,852,598,054 155,866,298総 務 局　計

一般会計  計

(款）諸支出金

(項）普通財産
　　 取 得 費

(款）予備費

(項）予備費

小 計

一般財源

(款）総務費

(項）総　務
　　 管理費

(項）徴税費

(款）公債費

(項）公債費

科目

内訳
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２ 令和２年度一般会計当初予算歳出の主な事業【総務局関係】 

【予算に関する説明書 76～80頁】
(1) ２款 総務費 ６項 総務管理費

・ オフィス改革推進事業費 40,000千円 
オフィスの利便性を高め、業務の効率性を向上させるため、オ

フィス環境の改善を行う。

・ 県庁分庁舎整備工事費 2,020,000千円 
大規模地震発生時の地震・津波対策のため、県庁分庁舎の建替

工事を行う。 

○新 ・ 県庁分庁舎初度調弁費 311,570千円 
県庁分庁舎の完成に伴い、必要となる机・書棚等の什器の整備

を行う。 

・ 電子計算組織運営費 363,567千円 
 税務システムをはじめとした各種業務システムが稼働するホスト
コンピュータを運用するとともに、利用を終了するサーバ等のハー
ドディスクについて、確実なデータ抹消措置を行う。 

・ 行政情報化推進費 114,573千円 
ア ＲＰＡ推進事業費                 24,843千円 

業務の効率化により県庁の働き方改革を推進するため、ソフト
ウェアロボットを活用した業務自動化のための取組みを行う。 

   イ ＩＣＴ推進手法調査事業費             34,933千円 
くらしの情報化や行政の情報化を推進し、多様な県民ニーズに

対応する環境整備のため、庁内データの保有状況の調査等を行う。 

○新 ・ 行政情報ネットワーク事業費  2,072,464千円 
○新  ア 共通利用パソコン運営費   943,321千円 

職員へ配備している現行のノート型パソコンを順次モバイル
パソコンに更新する。 

○新  イ 働き方改革を支えるＩＣＴ基盤事業費  224,936千円 
ビデオ通話等による職員間・拠点間のリアルタイムコミュニ 

ケーションを可能とするアプリを運用する。

・ 県有財産各所営繕費 460,097千円 
県有施設の保全に必要な維持修繕工事等を行う｡ 

・ 県有施設長寿命化対策費 900,000千円 
県有施設の長寿命化を図るため、既存施設の劣化に対して計画

的に修繕工事等を実施し、適切な維持管理を行う｡ 

○新  ○新  

○新

○新  一部 
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・ 県有財産活用推進費 250,840千円 
ア  県有財産活用推進費 201,000千円 

未利用県有地の有効活用のため、建物除却やアスベスト調査
等を行う。 

イ  県有財産老朽化対策推進費 49,840千円 
老朽化が進み更新が必要な施設について、施設の総量削減と

ともに、民間活力の活用や合築等による最適配置の実現を目指
す。 

【予算に関する説明書 80～81頁】
(2) ２款 総務費 ７項 徴税費

・ 県民税利子割等交付金 255,869,620千円 
ア 県民税所得割交付金 1,543,920千円 

○新 イ 県民税利子割交付金 887,970千円 
○新 ウ 県民税配当割交付金 9,381,083千円 
○新 エ 県民税株式等譲渡所得割交付金 5,444,268千円 

オ 法人事業税交付金 11,645,875千円 
○新 カ 地方消費税交付金 201,142,453千円 
○新 キ ゴルフ場利用税交付金 1,075,220千円 
○新 ク 軽油引取税交付金 19,379,598千円 
○新 ケ 自動車税環境性能割交付金 5,369,184千円 
○新 コ 旧法による自動車取得税交付金 49千円 

○新  ・ 個人県民税徴収取扱費交付金 15,777,676千円 

○新  ・ 県税過誤納還付金及び同還付加算金 8,000,000千円 

【予算に関する説明書 185頁】
(3) 13款 公債費 １項 公債費

・ 公債管理特別会計繰出金（元金） 267,639,027千円 

・ 公債管理特別会計繰出金（利子） 27,804,546千円 

・ 一時借入金利子 10,000千円 

・ 公債管理特別会計繰出金（公債諸費） 1,829,343千円 

【予算に関する説明書 186頁】
(4) 14款 諸支出金 １項 普通財産取得費
・ 土地建物等取得費 25,612千円 

県行政の推進に必要な用地を取得する｡ 

○新

○新
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【予算に関する説明書 202頁】 

３　令和２年度一般会計当初予算継続費について【総務局関係】

(既設定及び新規設定)

国　庫
支出金

県　債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

28 162,000 1,880 158,000 - 2,120 69,650 69,650 - 69,650 - 1

29 1,958,000 21,087 1,934,000 - 2,913 792,608 792,608 - 792,608 - 9

県庁分庁舎整
備工事費

30 1,971,000 29,336 1,456,000 - 485,664 1,337,503 1,337,503 - 1,337,503 - 16

元 2,381,000 31,097 2,347,000 - 2,903 - 4,272,239 - 4,272,239 - 50

2 2,020,000 30,351 1,492,000 - 497,649 - - 2,020,000 2,020,000 - 24

計 8,492,000 113,751 7,387,000 - 991,249 2,199,761 6,472,000 2,020,000 8,492,000 - 100

 2 総務費

 6 総務管理費

年
度

年 割 額

左 の 財 源 内 訳

　事 業 名
特  定  財  源

一般財源

 款 全 体 計 画
前 前 年

度 末

ま で の

支 出 額

前 年 度

末 ま で

の 支 出

(見込 )

額

当 該

年 度

支 出

予 定 額

当該年度

末までの

支 出

予 定 額

翌 年 度

以 降 の

支 出

予 定 額

継続

費の

総額

に対

する

進捗

率 

 項

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の
見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書
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【予算に関する説明書 214～216頁】 

４　令和２年度一般会計当初予算債務負担行為について【総務局関係】

(既設定及び新規設定)

事 項 限　度　額 区　分 期　間 金　　額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

205,101

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

1,002,810

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

112,404

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 128,773

1,670,889

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 256,870

269,274

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 228,544

4,768,536

526,144
一般財源

コンピュータセン
ター整備運営費

5,115,296

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

令和元年度 118,216 特
定
財
源

4,997,080
一般財源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和７年度

1,799,662
一般財源

神奈川電子自治体
共同運営サービス
事業費

526,144

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

令和元年度 － 特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和７年度

112,404
一般財源

自治体情報セキュ
リティクラウド事
業費

4,286,045

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

平成28年度
～

令和元年度
2,486,383 特

定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和３年度

1,002,810
一般財源

文書管理システム
開発運営費

273,515

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

平成28年度
～

令和元年度
161,111 特

定
財
源

人事給与システム
開発運営費

2,541,759

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

平成26年度
～

令和元年度
1,538,949 特

定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和４年度

205,101
一般財源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和４年度

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和３年度

左の財源内訳

職員研修業務委託
事業費

205,101

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

令和元年度 － 特
定
財
源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書
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事 項 限　度　額 区　分 期　間 金　　額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

174,000

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

281,000

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 1,249,888

－

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

10,313

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

3,695,926

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

240,577

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

57,341

特
定
財
源

特
定
財
源

令和２年度
～

令和３年度

令和２年度
～

令和３年度

一般財源

一般財源

税務システム開発
工程管理事業費

127,417

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

平成29年度
～

令和元年度
70,076

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和７年度

57,341

一般財源

同 上 240,577

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和３年度

240,577

一般財源

税務システム開発
運営費

4,293,382

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

平成29年度
～

令和元年度
597,456

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和29年度

3,695,926

一般財源

賦課徴収事務委託
費

10,313

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和３年度

10,313

一般財源

高津合同庁舎借上
事業費

1,294,050

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

平成29年度
～

令和元年度
44,162

左の財源内訳

特
定
財
源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

令和２年度
～

令和３年度
174,000

元厚木警察署除却
費

281,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

一般財源

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

281,000

1,249,888

元川崎合同庁舎除
却費

174,000

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

特
定
財
源
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事 項 限　度　額 区　分 期　間 金　　額

千円 千円 千円

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

負担する場
合は一般財
源

国庫支出金 －

県 債 －

そ の 他 －

負担する場
合は一般財
源

特
定
財
源

特
定
財
源

令和２年度
～

令和12年度

令和２年度
～

令和11年度

一般財源

一般財源

同 上

共同発行団体に
よる共同発行の
総額から神奈川
県の負担額を除
いた額及び当該
額に対する利子
相当額

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

当 該 年 度
以降の支出
予 定 額

共同発行団体による
共同発行の総額から
神奈川県の負担額を
除いた額及び当該額
に対する利子相当額

共同発行団体による
共同発行の総額から
神奈川県の負担額を
除いた額及び当該額
に対する利子相当額

左の財源内訳

地方債の共同発行
によって生ずる連
帯債務

共同発行団体に
よる共同発行の
総額から神奈川
県の負担額を除
いた額及び当該
額に対する利子
相当額

前 年 度 末
までの支出
( 見 込 ) 額

－
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５　令和２年度公債管理特別会計当初予算の内容
(1) 総　括

（歳　入）

（歳　出） （単位　千円）

款 前年度予算額 比　 　 較

国　庫
支出金

県 債 そ　の　他

1 公 債 管 理 費 683,750,182 △ 29,584,408 － 195,951,000 458,214,774

(2) 歳入の主な内訳 （単位　千円）

目 名 前年度予算額 比　 　 較

一 般 会 計 繰 入 金 297,921,283 △ 648,367

特 別 会 計 繰 入 金 15,566,195 △ 2,935,528

基 金 繰 入 金 147,388,239 △ 5,940,454

借     替    債 216,058,000 △ 20,107,000

(3) 歳出の内訳 （単位　千円）

目 名 前年度予算額 比　 　 較

元 金 453,008,969 △ 19,958,815

利 子 41,635,307 △ 6,034,518

公 債 諸 費 1,745,551 101,466

基 金 積 立 金 187,360,355 △ 3,692,541

1,847,017 一般会計公債諸費 1,829,343

183,667,814
満期一括償還元金積立金     176,804,408
基金運用益積立金 6,863,406

本年度予算額 説 明

433,050,154 一般会計償還元金　　 419,035,248

35,600,789 一般会計償還利子　   34,571,836

12,630,667 県営住宅事業会計繰入金   8,942,960

141,447,785 県債管理基金繰入金

195,951,000 一般会計借替債 193,171,000

654,165,774 － 

本年度予算額 説 明

297,272,916

１ 公 債 管 理 収 入 654,165,774 683,750,182 △ 29,584,408

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

本年度予算額 特 定 財 源

繰越金

【予算に関する説明書　235～237頁】　

（単位　千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較
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６　令和２年度公営競技収益配分金等管理会計当初予算の内容
(1)　総　括

（歳　入）

（歳　出） （単位　千円）

款 前年度予算額 比　 　 較

国　庫
支出金

県 債 そ　の　他

１ 公 営 競 技 収 益
   配分金等管理費

371,000 66,878 － － 420,000

(2)　歳入の内訳 （単位　千円）

目　　　　名 前年度予算額 比　 　 較

収 益 配 分 金 収 入 360,000 60,000

繰 越 金 11,000 6,878

(3)　歳出の内訳 （単位　千円）

目　　　　名 前年度予算額 比　 　 較

一 般 会 計 繰 出 金 180,000 30,000

市 町 村 自 治 振 興
事 業 会 計 繰 出 金

180,000 30,000

予 備 費 11,000 6,87817,878

本年度予算額 説 明

210,000

210,000

17,878

437,878 17,878

本年度予算額 説 明

420,000 競馬事業収益配分金収入

１ 公営競技収益配分金等管理収入 437,878 371,000 66,878

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

本年度予算額 特 定 財 源

繰越金

【予算に関する説明書 239～241頁】　

（単位　千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較
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７　令和２年度地方消費税清算会計当初予算の内容

(1)　総　括

（歳　入）

１　地方消費税清算収入

（歳　出）

(2)　歳入の内訳 （単位　千円）

(3)　歳出の内訳 （単位　千円）

説 明  一般会計への繰出金（清算後の地方消費税）

説 明  他の都道府県へ支払う清算金

一 般 会 計 繰 出 金 393,880,619 332,929,888 60,950,731 

説 明  国に支払う徴収取扱費負担金

地 方 消 費 税 清 算 金 338,851,985 267,163,273 71,688,712 

目　　　　名 本年度予算額 前年度予算額 比　 　 較

地方消費税徴収取扱費負担金 1,040,879 1,014,749 26,130 

地 方 消 費 税 清 算 金 収 入 377,752,115 296,243,771 81,508,344 

説 明  他の都道府県から支払われる清算金収入

貨 物 割 192,741,283 166,847,189 25,894,094 

説 明  国から払い込まれる地方消費税収入

譲 渡 割 163,280,085 138,016,950 25,263,135 

説 明  国から払い込まれる地方消費税収入

-         -         733,773,483 -         

目　　　　名 本年度予算額 前年度予算額 比　 　 較

１　地方消費税清算費

733,773,483 601,107,910 132,665,573 

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
繰 越 金

国庫支出金 県 債 そ の 他

733,773,483 601,107,910 132,665,573 

（単位　千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

【予算に関する説明書　243～245頁】　

（単位　千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較
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【議案（条例その他）６頁　定県第27号議案】
【議案（条例その他）29頁　定県第40号議案】
【議案（条例その他）30頁　定県第41号議案】

８　神奈川県職員定数条例の一部を改正する条例等の概要

A－B

7,521 人 7,422 人 99 人

1,001 1,001 0

76 76 0

5 5 0

41 41 0

33 33 0

751 772 △ 21

12,099 12,257 △ 158

1,094 1,113 △ 19

13,193 13,370 △ 177

21 21 0

3 3 0

22,645 22,744 △ 99

9,388 9,351 37

5,453 5,456 △ 3

183 173 10

19 19 0

15,043 14,999 44

393 393 0

926 926 0

9,438 9,438 0

4,946 4,946 0

小　　　　　計 15,703 15,703 0

1,674 1,675 △ 1

17,377 17,378 △ 1

55,065 55,121 △ 56総 計

小 学 校

警 部

神奈川県
地方警察
職員定数
条 例

警 察 官

現　　行

(令和元年度)B(令和２年度)A

選 挙 管 理 委 員 会

監 査 委 員

合 計

合 計

労 働 委 員 会

神 奈 川 海 区 漁 業 調 整 委 員 会

区　　　　　　　分

人 事 委 員 会

教育委員会(学校以外の教育機関を含む｡)

小　　　　　計

令和２年度職員定数及び前年度比較表

神奈川県
職員定数
条 例

市町村立
学校職員
定数条例

条 例 名

警 察 官 以 外 の 職 員

議 会

警 視

中 学 校

特 別 支 援 学 校

合 計

改　　正 差 引 増 減

警 部 補 及 び 巡 査 部 長

巡査(警察教養施設において新任
者として教育訓練中の者を含む｡)

高等学校（定時制の課程を置くもの）

教育委員会の所管に
属 す る 学 校

校 長 及 び 教 員

そ の 他 の 職 員

公 営 企 業 管 理 者

知 事
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【議案（条例その他）36頁 定県第45号議案】 

 

９ 包括外部監査契約の締結について 

 

(1) 契約締結の趣旨 

令和２年度の包括外部監査について、地方自治法第252条の36第１項

の規定に基づき、議会の議決を経て契約を締結しようとするものである。 

 

(2) 契約の内容 

ア 契約の目的 

包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

 イ 契約の始期 

令和２年４月１日 

ウ 契約の金額 

2,206万６千円を上限とする額 

   エ 費用の支払方法 

概算払、監査の結果に関する報告提出後に精算 

  オ 契約の相手方 

住所 横浜市泉区西が岡二丁目６番地６ 

氏名 鵜藤 俊英 

    資格 税理士 
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10  令和元年度２月補正予算（その１）の内容【総務局関係】

（一般会計） (単位  千円）

補正予算額の財源内訳

補正前の額 補正額 計 特 定 財 源 備  考

国庫支出金 県　債 その他

269,077,060 △2,934,522 266,142,538 28,000 585,000 △95,639 △3,451,883

37,452,570 1,505,818 38,958,388 28,000 585,000 △96,791 989,609

人件費
△661,931

財政基金積立金
   　2,436,427

231,624,490 △4,440,340 227,184,150 - - 1,152 △4,441,492
県民税利子割等
交付金

△5,179,777

297,931,283 △4,583,478 293,347,805 - - △26,900,000 22,316,522

297,931,283 △4,583,478 293,347,805 - - △26,900,000 22,316,522
公債管理特別会
計繰出金

6,125 - 6,125 - - - -

6,125 - 6,125 - - - -

500,000 - 500,000 - - - -

500,000 - 500,000 - - - -

567,514,468 △7,518,000 559,996,468 28,000 585,000 △26,995,639 18,864,639

- 24,109,000 1,028,433 △25,137,433 その他特定収入

567,514,468 △7,518,000 559,996,468 28,000 24,694,000 △25,967,206 △6,272,794

（特別会計）

683,750,182 △4,907,491 678,842,691

371,000 - 371,000

601,107,910 △24,352,213 576,755,697

1,852,743,560 △36,777,704 1,815,965,856

一般財源

(款）総務費

(項）総　務
　　 管理費

(項）徴税費

(款）公債費

(項）公債費

(款）諸支出金

(項）普通財産
　　 取 得 費

(款）予備費

(項）予備費

小 計

一般会計 計

総 務 局 計

公 債 管 理
特 別 会 計

公 営 競 技
収益配分金等
管 理 会 計

地 方 消 費 税
清 算 会 計

科目

内訳

- 13 -



【予算に関する説明書（令和元年度） 99頁】 

(変　　更)

国　庫
支出金

県 債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

補正前
の 額

162,000 1,880 158,000 - 2,120

補 正
の 額

- - - - -

補正後
の 額

162,000 1,880 158,000 - 2,120

補正前
の 額

1,958,000 21,087 1,934,000 - 2,913

補 正
の 額

- - - - -

補正後
の 額

1,958,000 21,087 1,934,000 - 2,913

補正前
の 額

1,971,000 29,336 1,456,000 - 485,664

補 正
の 額

- - - - -

補正後
の 額

1,971,000 29,336 1,456,000 - 485,664

補正前
の 額

2,381,000 31,097 1,762,000 - 587,903

補 正
の 額

- - 585,000 - △585,000

補正後
の 額

2,381,000 31,097 2,347,000 - 2,903

補正前
の 額

2,020,000 - - - 2,020,000

補 正
の 額

- 30,351 1,492,000 - △1,522,351

補正後
の 額

2,020,000 30,351 1,492,000 - 497,649

補正前
の 額

8,492,000 83,400 5,310,000 - 3,098,600

補 正
の 額

- 30,351 2,077,000 - △2,107,351

補正後
の 額

8,492,000 113,751 7,387,000 - 991,249

 款 全 体 計 画 前 前

年 度

末 ま

で の

支 出 額

前 年 度

末 ま で

の 支 出

(見込)額

当 該

年 度

支 出

予 定 額

当該年度

末までの

支 出

予 定 額

翌年度

以降の

支 出

予定額

継続

費の

総額

に対

する

進捗

率 

 項

年
度

区分 年割額

左 の 財 源 内 訳

 事　業　名
特  定  財  源

一般財源

 2 総務費

28 69,650 1 6 総務管理費

県庁分庁舎整
備工事費

29 792,608 792,608 - 792,608

-

- 9

- 1,337,503

69,650 69,650 -

- 16

- 50

2 - - - - 2,020,000

元 - -

30 - 1,337,503

4,272,239 4,272,239

-

計 862,258 2,199,761 4,272,239 6,472,000 2,020,000 76

11  令和元年度一般会計２月補正予算(その１)継続費について【総務局関係】

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の
見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書
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【議案（令和元年度予算）９頁　定県第148号議案】

12  令和元年度一般会計２月補正予算（その１）繰越明許費について【総
　務局関係】

85,611

総 務 管 理 費

64,883

85,611

20,728県 有 財 産 活 用 推 進 費

金　　額

6

本 庁 舎 等 維 持 運 営 費

款 項 事 業 名

総 務 費2
千円
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13  令和元年度公債管理特別会計２月補正予算（その１）の内容

(1) 総　括

（歳　入）

（歳　出） （単位　千円）

款 補　正　額 計

国　庫
支出金

県 債 そ　の　他

１ 公 債 管 理 費 △ 4,907,491 678,842,691 -      - △ 4,907,491

(2) 歳入の内訳 （単位　千円）

目 名 補　正　額 計

財 産 運 用 収 入 △ 98,931 6,717,534

一 般 会 計 繰 入 金 △ 4,583,478 293,337,805

(3) 歳出の内訳 （単位　千円）

目 名 補　正　額 計

【予算に関する説明書（令和元年度）　119～121頁】　

（単位　千円）

款 補正前の額 補 正 額 計

１ 公 債 管 理 収 入 683,750,182 △ 4,907,491 678,842,691

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

補正前の額 特 定 財 源

繰越金

683,750,182 -      

補正前の額 説 明

6,816,465 基金運用利子

297,921,283

特 別 会 計 繰 入 金 15,566,195 △ 126,151 15,440,044 県営住宅管理事業会計繰入金     △78,601

基 金 繰 入 金 147,388,239 △ 98,931 147,289,308 県債管理基金繰入金

補正前の額 説 明

利 子 41,635,307 △ 4,248,053 37,387,254 一般会計償還利子 △4,126,842

公 債 諸 費 1,745,551 △ 555,227 1,190,324 一般会計公債諸費 △554,152

基 金 積 立 金 187,360,355 △ 104,211 187,256,144
満期一括償還元金積立金 △5,280
基金運用益積立金 △98,931
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14  令和元年度地方消費税清算会計２月補正予算（その１）の内容

(1) 総　括

（歳　入）

１　地方消費税清算収入

（歳　出）

(2) 歳入の内訳 （単位　千円）

(3) 歳出の内訳 （単位　千円）

説 明  一般会計への繰出金（清算後の地方消費税）

説 明  他の都道府県へ支払う清算金

一 般 会 計 繰 出 金 332,929,888 △ 9,232,523 323,697,365 

説 明  国に支払う徴収取扱費負担金

地 方 消 費 税 清 算 金 267,163,273 △ 15,062,526 252,100,747 

目 名 補正前の額 補　正　額 計

地方消費税徴収取扱費負担金 1,014,749 △ 57,164 957,585 

地 方 消 費 税 清 算 金 収 入 296,243,771 △ 7,067,393 289,176,378 

説 明  他の都道府県から支払われる清算金収入

貨 物 割 166,847,189 △ 6,138,587 160,708,602 

説 明  国から払い込まれる地方消費税収入

譲 渡 割 138,016,950 △ 11,146,233 126,870,717 

説 明  国から払い込まれる地方消費税収入

- - △ 24,352,213 - 

目 名 補正前の額 補　正　額 計

１　地方消費税清算費

601,107,910 △ 24,352,213 576,755,697 

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
繰 越 金

国庫支出金 県 債 そ の 他

601,107,910 △ 24,352,213 576,755,697 

（単位　千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

【予算に関する説明書（令和元年度)　123～125頁】　

（単位　千円）

款 補正前の額 補　正　額 計
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【議案（令和元年度 条例その他）２～３頁 定県第163号議案】 

 

15 知事及び副知事の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   知事等の期末手当の支給割合について、国の指定職（事務次官・本省

局長等）との均衡を考慮するなど、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正する条例 

  ア 知事及び副知事の給与等に関する条例（第１条、第２条） 

  イ 教育長の給与等に関する条例（第３条、第４条） 

ウ 監査委員の給与等に関する条例（第５条、第６条）  

エ 公営企業管理者の給与等に関する条例（第７条、第８条） 

  オ 特別職の秘書の職の指定等に関する条例（第９条、第10条） 

 

 (3) 改正の内容 

   令和元年度以降、期末手当の支給月数を0.05月引き上げる。 

ア 令和元年12月期の支給割合を次のとおりとする。 

 

 

 

 

イ 令和２年度以降、一般職と同様に、６月期及び12月期の支給割合を

均等とし、支給割合を次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 施行期日 

公布の日から施行し、令和元年12月１日から適用する。ただし、(3)

イは、令和２年４月１日から施行する。 

支給月 在職期間 改正 現行 

令和元 

年 12月 

６月 172.5/100 167.5/100 

３月以上６月未満 103.5/100 100.5/100 

３月未満 51.75/100 50.25/100 

支給月 在職期間 改正 令和元年度の改正 

６月 

６月 170/100 172.5/100 

３月以上６月未満 102/100 103.5/100 

３月未満 51/100 51.75/100 

12月 

６月 170/100 172.5/100 

３月以上６月未満 102/100 103.5/100 

３月未満 51/100 51.75/100 
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【議案（令和元年度 条例その他）４頁 定県第164号議案】 

 

16 県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改

正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   県議会議員の期末手当の支給割合について、職員の期末・勤勉手当と

同様の引上げを行うなど、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

   令和元年度以降、期末手当の支給月数を0.05月引き上げる。（第７条

関係） 

 ア 令和元年12月期の支給割合を次のとおりとする。 

 

 

 

 

イ 令和２年度以降、一般職と同様に、６月期及び12月期の支給割合を

均等とし、支給割合を次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 施行期日 

公布の日から施行し、令和元年12月１日から適用する。ただし、(2)

イは、令和２年４月１日から施行する。 

支給月 在職期間 改正 現行 

令和元 

年 12月 

６月 227.5/100 222.5/100 

３月以上６月未満 136.5/100 133.5/100 

３月未満 68.25/100 66.75/100 

支給月 在職期間 改正 令和元年度の改正 

６月 

６月 225/100 227.5/100 

３月以上６月未満 135/100 136.5/100 

３月未満 67.5/100 68.25/100 

12月 

６月 225/100 227.5/100 

３月以上６月未満 135/100 136.5/100 

３月未満 67.5/100 68.25/100 
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【議案（令和元年度 条例その他）５～46頁 定県第165号議案】 

 

17 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   令和元年10月16日の人事委員会勧告等を勘案し、給料表の改定を行う

など、所要の改正を行うものである。 

 

 (2) 改正の内容 

  ア 令和元年度の改定                （公布日施行） 

   (ｱ) 給料月額              （平成31年４月１日適用） 

     人事委員会から勧告を受けた給料表のとおり改める。（別表第１ 

    ～別表第10の２関係） 

   (ｲ) 勤勉手当の支給割合        （令和元年12月１日適用） 

     令和元年12月期の支給割合を次のとおりとする。（第16条第２項 

関係） 

職員の区分 改  正 現  行 

再任用職員

以外の職員 

一般の職員  97.5/100  92.5/100 

特定幹部職員 117.5/100 112.5/100 

   (ｳ) その他規定の整備（第15条第４項、第16条第２項関係） 

 

  イ 令和２年度の改定          

   (ｱ) 住居手当の基礎控除額       （令和２年４月１日施行） 

住居手当の基礎控除額を次のとおりとする。（第９条の４関係） 

改  正 現  行 

１万6,000円 １万2,000円 

   (ｲ)  勤勉手当の支給割合        （令和２年４月１日施行） 

 令和２年度以降の支給割合を次のとおりとする。（第16条第２

項関係） 

職員の区分 改  正 令和元年度の改正 

再任用職員

以外の職員 

一般の職員  95/100  97.5/100 

特定幹部職員 115/100 117.5/100 

(ｳ) 高齢層職員の昇給停止             (令和３年１月１日施行)  

     55歳に達した日以後における最初の３月31日を超えて在職する     

職員に関する昇給の標準を、１号給から昇給なしに改める。（第     

- 20 -



５条第５項関係） 

   (ｴ) その他規定の整備（第３条第２項、第19条、別表第１備考関係） 

（令和２年４月１日施行） 

  

(3) 施行期日等及び経過措置 

  ア 施行期日等 

    施行期日等は次のとおりとする。 

改正の内容 施行期日等 

(2)ア 公布の日施行。ただし、(2)ア(ｱ)については平成31

年４月１日から、(2)ア(ｲ)については令和元年12月

１日からそれぞれ適用する。 

(2)イ(ｱ)、(ｲ) 

及び（ｴ） 

令和２年４月１日施行 

(2)イ(ｳ) 令和３年１月１日施行 

 

イ 経過措置 

  住居手当の基礎控除額の引上げにより、支給額が2,000円を超える

減額となる職員に対して、経過措置を設ける。 
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【議案（令和元年度 条例その他）69～70頁 定県第167号議案】 

 

18 任期付研究員の採用等に関する条例及び任期付職員の採用等に関する条

例の一部を改正する条例の概要 

 

 (1) 改正の趣旨 

   令和元年10月16日の人事委員会勧告等を勘案し、給料表の改定を行う

など、所要の改正を行うものである。 

 

(2) 改正の内容 

  ア 任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正 

   (ｱ) 令和元年度の改定              （公布日施行） 

     a 給料月額            （平成31年４月１日適用） 

      人事委員会から勧告を受けた給料表のとおり改める。（第５条

関係） 

b 期末手当の支給割合       （令和元年12月１日適用） 

      令和元年12月期の支給割合を次のとおりとする。（第６条第２

項関係） 

改  正 現  行 

172.5/100 167.5/100 

 

   (ｲ) 令和２年度の改定         （令和２年４月１日施行） 

a 期末手当の支給割合 

      令和２年度以降の支給割合を次のとおりとする。（第６条第２

項関係） 

改  正 令和元年度の改正 

170/100 172.5/100 

 

イ 任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

   (ｱ) 令和元年度の改定              （公布日施行） 

     a 給料月額            （平成31年４月１日適用） 

      人事委員会から勧告を受けた給料表のとおり改める。（第７条

第１項関係） 

b 期末手当の支給割合       （令和元年12月１日適用） 

      令和元年12月の支給割合を次のとおりとする。（第８条第２項

- 22 -



関係） 

改  正 現  行 

172.5/100 167.5/100 

 

   (ｲ) 令和２年度の改定         （令和２年４月１日施行） 

a 期末手当の支給割合 

      令和２年度以降の支給割合を次のとおりとする。（第８条第２

項関係） 

改  正 令和元年度の改正 

170/100 172.5/100 

 

 (3) 施行期日等 

改正の内容 施行期日等 

(2)ア(ｱ)及び

(2)イ(ｱ) 

公布の日施行。ただし、(2)ア(ｱ)a及び(2)イ(ｱ)aにつ

いては平成31年４月１日から、(2)ア(ｱ)b及び(2)イ

(ｱ)bについては令和元年12月１日からそれぞれ適用す

る。 

(2)ア(ｲ)及び

(2)イ(ｲ) 

令和２年４月１日施行 
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